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　ゴールデンウイークに入るため、5月3日の憲法記念日に向けて、統治機構の最大の問題について問題提起をさせていただきたい。本来であれば、当日発行すべきであろうが、日程都合により27日に発行させていただき、本来の発効日（4/30）は休刊させていただきたい。政局が、急進展しているときだけに、「衆参ねじれ」問題の解決の必要性が高まっている。この問題の解決なくして、日本の民主主義は死んでしまう危険性がある。その意味を込めて、問題を提起させていただきたい。
■もう一度、「両院協議会」活性化に向けて
本年度の予算が予定通り衆議院は与党側多数で可決、参議院では野党が多数の下で否決され、憲法の規定にのっとって両院協議会が開催され、議が整わず、憲法の規定によって衆議院の決定が優先し今年度予算が成立した。残念なのは、このような衆参の議決が異なる時の「両院協議会」の持ち方を改革し、与野党の妥協が成立できるような仕組みに変えてはどうか、という提言を昨年3月3日付の朝日新聞「私の視点」欄に提言させていただいた。にもかかわらず、何事もなかったかのような今年の予算案についての衆参のやり取りには、率直に言って落胆させられた。昨年は、菅総理退陣にむけての刃となった予算関連法案である特例公債法は、今年も依然として議決されることなく衆議院の財政金融委員会にかかったままである。もっとも、政局の関心はすべてが社会保障・税一体改革関連法案の審議に集中しており、この法案が通るかどうかが最大の焦点であることは間違いない。事の成り行き如何では、解散・総選挙にも直結するわけで、決められない議会の現状に対する厳しい国民の批判が強まっている。
　いま日本国憲法が抱える最大の問題点が、二院制が機能不全を起こしていることにあり、そのことに対して国民のいら立ちや政治不信を招いている大きな要因の一つになっている。何も決められない政治、与野党が不毛な対立を起こして政局を混迷に陥れている姿に対して、戦前の軍部が台頭してきた歴史や、ヒトラーが政権を掌握した歴史に酷似していることが指摘されて久しい。時あたかも、橋下大阪市長率いる「大阪維新の会」は、国政進出に向けて様々な運動を開始しているが、「船中八策」なるものの中にも、この何も決められない日本の政治に対して、参議院の廃止による一院制や首相公選制など、事実上憲法改正をしなければできない課題が羅列されている。参議院の権限を自ら否定する改革案に対して、参議院での3分の2以上の賛成が得られるとは思えない。それよりも、現行憲法の枠内で解決できる法律改正事項として「両院協議会」の改革案を提示させていただいたのだ。いま、国会の動き如何では、衆議院の解散・総選挙も想定されるわけだが、このような重大問題を放置したまま、いくら解散・総選挙によって衆議院の議席を変えたとしても、実質的には参議院の議席の状況こそが決定権のキャスティングボードを握ってしまうのだ。それだけに、統治機構最大の問題である衆・参ねじれの下での議会の機能化・活性化という大問題に対して、立法府の責任が強く問われている。その改革と実践こそが、日本の議会制民主主義が十分に機能するか否かの瀬戸際に来ているように思えてならない。今こそ、衆・参議長は、この改革に向けて早急にリーダーシップを発揮していくべきである。
時あたかも、最高裁から一票の格差は違憲状態という大問題を提起されているし、2010年の国勢調査を踏まえた選挙区割り委員会の仕事も、2月25日という法律期限までにできなくなり、事実上の違法状態にある。抜本的挙制度改革も論じられているようだが、少なくとも違憲状態や違法状態を放置することは許されないことだし、その解決にも立法府は責任を持っている。よもや、このような大問題を不問に付したまま、解散・総選挙に突入することはないと思われるのだが、憲法に基づく法治国家としての存在が厳しく問われているように思われる。両院の議長、とりわけ本来の権力の府である衆議院議長のリーダーシップを強く期待したい。
